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ページ 変更後（案） 変更前 

P4 
修正 

2.人口、障害者の状況 

（１）人口 

当市の人口は、平成２２年度の約 17.8万人をピークに減少傾向が続き、令和４年度で約

17.1万人となっています。 

＊以下の（ ）の数字がずれる。 

2. 人口、障害者の状況 

 

当市の人口は、平成２２年度の約 17.8 万人をピークに減少傾向が続き、令 

和４年度で約 17.1 万人となっています。 

Ｐ５ 
修正 

（２）佐倉市内の障害者手帳取得者数等 

令和 5 年 3 月末現在、佐倉市内の障害者手帳取得者数（自立支援医療（精神通院）を

含む）は、合計 11,119人であり、人口に占める割合は、約６．４％となっています。 

（１）佐倉市内の障害者手帳取得者数等 

佐倉市内の障害者手帳取得者数（自立支援医療（精神通院）を含む）は、合計 

10,918人であり、人口に占める割合は、約６．４％となっています。 

P６ 
修正 

（３）身体障害のある人 

障害種別では、平成 28年度と比べると、肢体不自由が 11.4％減少する一方で、内部障

害は約 17.4％、視覚障害は約 15.5％増加しています。 

＊グラフの「視覚」の棒グラフに「→」、「+15.5%」を追記。 

（２）身体障害のある人 

障害種別では、平成 28 年度と比べると、肢体不自由が 11.4％減少する一方で、内部障害

と視覚障害は約 17.4％増加しています。 

 

P8 
修正 

（５）精神障害のある人 

精神障害者保健福祉手帳の所持者は、令和４年度は 1，872人で、平成 22年度の 715

人と比べると、12年間で 1，157人、約 2.6倍増加しています。直近の 6年間で比べると、

約 50％増と高い増加率で増えています。（再掲） 

等級別では、１級は横ばい、２級及び３級は増加の傾向となっています。 

また、自立支援医療（精神通院）の利用者は、令和４年度は 3，139 人で、平成 2２年度

の 1,865人と比べると、1,274人・約 1.7倍増加しています。（再掲） 

＊ページ下に注釈（自立支援医療（精神通院））を追記。 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

   

（４）精神障害のある人 

精神障害者保健福祉手帳の所持者は、令和 5 年 3 月現在 1，872 人で、平成 23 年の

715 人と比べると、12 年間で 1，157 人、約 2.6 倍増加しています。直近の 6 年間で比べ

ると、約 50％増と高い増加率で増えています。 

また、自立支援医療（精神通院）の利用者は、令和４年度は 3，139 人で、平成 2２年度の

1,865 人と比べると、1,274 人・約 1.7 倍増加しています。（再掲） 

等級別では、１級は横ばい、２級及び３級は増加の傾向となっています。 

 

（追加） 

 

1,865 
1,965 

2,122 
2,191 

2,295 

2,427 
2,504 

2,600 
2,656

2,785

3,130
3,048

3,139

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

自立支援医療（精神通院）利用者数

+1,274人・約1.7倍

資料２：R5.12.22 
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ページ 変更後（案） 変更前 

P9 
修正 

（６）難病患者数 

千葉県の指定難病医療費助成制度の受給者数は、令和４年度は 1,488 人で、平成 2９

年度以降は減少したものの、令和元年以降は増加傾向にあります。 

難病のうち、パーキンソン病（２２１人）、潰瘍性大腸炎（201人）が多くなっています。 

なお、国が指定している難病数は現在 338 となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】千葉県印旛保健所（千葉県印旛健康福祉センター）「事業年報」から佐倉市作成       

＊ページ下に注釈（指定難病医療費助成制度）を追記。 

（５）難病患者数 

全国の難病患者数は、令和３年度は約 102 万人で、平成２９年度の約 89 万人と比べると、

4 年間で約 13 万人・14.5％増加しています。 

また、パーキンソン病と潰瘍性大腸炎は、10 万人を超える患者がいます。 

なお、難病の数は平成２９年度の３３０から令和３年度は 338 と８つ増えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】衛生行政報告例 

P１０ 
修正 

1.計画の目的 

本計画は、障害のある人の自立と社会参加を促進すること等を目的として、次の計画を一

体のものとして策定します。 

1.計画の目的 

本計画は、障害のある人の自立と社会参加の促進すること等を目的として、次の計画を一体

のものとして策定します。 

P１６ 
修正 

（１）障害理解に関する課題 

①差別や偏見、疎外感 

（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

資料２：R5.12.22 
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差別や偏見、疎外感を感じることがあるか（n=1,112）

18歳以下 18～20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上 無回答
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ページ 変更後（案） 変更前 

P16 
修正 
(変更
後 

P１7） 

 

①「差別等をよく感じる」、「差別等をときどき感じる」と回答した方の合計が41.4%となって

います。年齢別にみると、年齢層が上がるにつれて、差別等を感じる割合が少なくなる傾

向があります。 

 

①「差別等をよく感じる」、「差別等をときどき感じる」と回答した方の合計が 41.4%となってい

ます。 

P17 
修正 
(変更
後 

P１８） 

（２）日々の暮らしに関する課題 

①障害のある人にとって暮らしやすいまちづくりに必要なこと 

 

（年齢別） 

 

（２）日々の暮らしに関する課題 

①障害のある人にとって暮らしやすいまちづくりに必要なこと 

 

（追加） 

P17 
修正 
（変更
後 

P１９） 

②希望する暮らしを送るために必要な支援 

（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②希望する暮らしを送るために必要な支援 

（追加） 

資料２：R5.12.22 
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障害者にとって暮らしやすいまちづくりに必要なこと（n=1,112）

18歳以下 18～20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上 無回答

0

20

40

60

80

100

120

経済的負担軽減 相談対応 医療的ケア 在宅サービス 住宅確保          支援 生活訓練等 地域住民理解 その他 無回答

希望する暮らしを送るために必要な支援（n=1,112）

18歳以下 18～20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上 無回答
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ページ 変更後（案） 変更前 

P18 
修正 
（変更
後 

P２０） 

③災害時に困ることや不安なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①障害のある方にとって暮らしやすいまちづくりに必要なものは、「相談窓口の充実」、「災害

時の支援体制の整備」が回答の上位となりました。年齢別にみると、50歳代までは「就労

の場の充実」、60歳代以上は「移動支援の充実」が比較的多くなっています。 

②希望する暮らしの実現のためには、「経済的な負担の軽減」が最も多い回答でした。年齢

別にみると、50 歳代までは「障害者に適した住宅の確保」、６０歳代以上は「在宅で医療

的ケアなどが適切に受けられること」が比較的多くなっています。 

③災害時に困ることや不安なことは、「被災状況、避難場所などの情報が入手できない」、

「大勢の人の中で避難所生活をすることへの不安」が比較的多い結果となりました。 

 

③災害時に困ることや不安なこと 

 

①障害のある方にとって暮らしやすいまちづくりに必要なものは、「相談窓口の充実」、「災害時

の支援体制の整備」が回答の上位となりました。 

 

②希望する暮らしの実現のためには、「経済的な負担の軽減」が最も多い回答でした。 

 

 

③災害時に困ることや不安なことは、「大勢の人の中で避難所生活をすることへの不安」、「避

難所の環境に対する不安」が、比較的多い結果となりました。 

 

P29 
修正 
（変更
後 

P32） 

②権利擁護の推進 

市民・事業者に対し、障害者差別解消法や障害者虐待防止法等について周知を図り、

特に意思決定が難しい障害者の権利擁護を進めます。 

 主な事業内容 関係機関等 

１ （略） （略） 

２ （略） （略） 

３ 
成年後見制度の適切な利用を促進し、権

利擁護と意思決定支援を実施します。 

成年後見支援センター 

障害者総合支援協議会 

４ （略） （略） 

 

②権利擁護の推進 

市民・事業者に対し、障害者差別解消法や障害者虐待防止法等について周知を図り、特に

意思決定が難しい障害者の権利擁護を進めます。 

 主な事業内容 関係機関等 

１ （略） （略） 

２ （略） （略） 

３ 
成年後見制度の適切な利用を促進し、権

利擁護と意思決定支援を実施します。 

成年後見支援センター 

障害者総合支援協議会 

４ （略） （略） 

 

 

資料２：R5.12.22 
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投薬や治療が受けられない、福祉用具など必要なものが手に入らない
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助けを求めるのがむずかしい

安全なところまで迅速に避難することができない

避難場所の設備（トイレ等）や生活環境が不安

大勢の人の中で避難所生活をすることに不安がある

災害時に困ることや不安なこと（n=1,112）
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ページ 変更後（案） 変更前 

（参考）日常生活自立支援事業について 

 

軽度の認知症や障害等により、福祉サービスの利用や日常的な金銭管理 

について支援を受けたい方が、社会福祉協議会と契約を締結して利用する 

サービス（有料） 

【主なサービス内容】 

 福祉サービスの利用援助 

（福祉サービスに関する情報提供、助言など） 

 財産管理サービス（預貯金の出し入れ、公共料金の支払いなど） 

 財産保全サービス（実印や契約書類のお預かりなど） 

日常生活自立支援事業を利用するためには、契約内容を理解し、利用する 

意思が必要となります。 

利用後に判断能力が著しく低下した場合は、成年後見制度を利用するな 

ど、本人の状況に応じて、両制度を適切に利用することにより、本人の権利 

擁護を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P42 
修正 
（変更
後 

P４５） 

 （ア） 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

項目 目標値の考え方 目標値 

地域生活への移行 

令和４年度末時点の施設入所者数の

６％以上が地域生活へ移行 

（令和５年度までの数値目標が達成さ

れない場合は、その未達成割合を加え

る） 

122人×（６％＋４％） 

             ※４％は未達成割合 

1３人 

施設入所者数の 

削減 

令和4年度末時点の施設入所者数か

ら5％以上削減 

122人×5％ 

7人 

 

 （ア） 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

項目 目標値の考え方 目標値 

地域生活への移行 

令和４年度末時点の施設入所者数の

６％以上が地域生活へ移行 

（令和５年度までの数値目標が達成さ

れない場合は、その未達成割合を加え

る） 

122人×（６％＋４％） 

             ※４％は未達成割合 

1３人 

施設入所者数の 

削減 

令和4年度末時点の施設入所者数か

ら5％以上削減 

120人×5％ 

6人 

 

資料２：R5.12.22 
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ページ 変更後（案） 変更前 

P48 
修正 
（変更
後 

P５１） 

障害者総合支援法によるサービス 

A 障害福祉サービス 

ア 訪問系サービス 

サービス名 内容 

居宅介護（ホームへルプ） （略） 

重度訪問介護 （略） 

同行援護 （略） 

行動援護 （略） 

重度障害者等包括支援 （略） 

【現状と課題】 

 平成 30年度から令和 4年度の４年間で、居宅介護の利用者が 7％増加していま
す。 

 重度訪問介護は、1人あたりの利用時間が大きく異なる傾向にあります。 

 障害者の高齢化等により、利用者は増加傾向となる見込みです。 

【今後の方針】 

相談支援事業所等と連携し、居宅サービスの利用を希望される方へ適切な支援を

行います。 

【サービスの実績と見込量】 

活動指標 

第６期 第７期 

令 和 
４ (２０２２ )   
年 度 

令 和 
６ (２０２４ )   
年 度 

令 和 
７ (２０２５ )   
年 度 

令 和 
８ (２０２６ )   
年 度 

居宅介護 

延時間／月 
計画値 4,218  3,794 3,880 3,968 

実績値 3,892 - - - 

実人数／月 
計画値 222  230 235 241 

実績値 224 - - - 
 

障害者総合支援法によるサービス 

A 障害福祉サービス 

ア 訪問系サービス 

サービス名 内容 

居宅介護（ホームへルプ） （略） 

重度訪問介護 （略） 

同行援護 （略） 

行動援護 （略） 

重度障害者等包括支援 （略） 

【現状と課題】 

 平成 30年度から令和 4年度の４年間で、居宅介護の利用者が 7％増加していま 
す。 

 重度訪問介護は、1人あたりの利用時間が大きく異なる傾向にあります。 

 障害者の高齢化等により、利用者は増加傾向となる見込みです。 

 

 

 

 【サービスの実績と見込量】 

活動指標 

第６期 第７期 

令 和 
４(２０２２ )   
年 度 

令 和 
６ (２０２４ )   
年 度 

令 和 
７(２０２５ )   
年 度 

令 和 
８ (２０２６ )   
年 度 

居宅介護 

延時間／月 
計画値 4,218  3,932 4,167 4,417 

実績値 3,892 - - - 

実人数／月 
計画値 222  247 271 298 

実績値 224 - - - 
 

P50 
修正 
（変更
後 

P５３） 

【サービスの実績と見込量】 

活動指標 

第６期 第７期 

令 和 
４(２０２２)  
年 度 

令 和 
６(２０２４)  
年 度 

令 和 
７(２０２５)  
年 度 

令 和 
８ ( ２ ０ ２ ６ )   
年 度 

重度障害者 
の短期入所 
(医療型) 

実人数／月 
計画値 - 2 2 2 

実績値 - - - - 
 

【サービスの実績と見込量】 

活動指標 

第６期 第７期 

令 和 
４(２０２２)  
年 度 

令 和 
６(２０２４)  
年 度 

令 和 
７(２０２５)  
年 度 

令 和 
８(２０２６)  
年 度 

重度障害者 
の短期入所 
(医療型) 

実人数／月 
計画値 - 3 3 3 

実績値 - - - - 
 

資料２：R5.12.22 
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ページ 変更後（案） 変更前 

P51 
修正 
（変更
後 

P54） 

ウ 就労系サービス 

サービス名 内容 

就労選択支援 （略） 

就労移行支援 （略） 

就労継続支援（A型、B型） （略） 

就労定着支援 （略） 

 

【現状と課題】 

 全てのサービスにおいて、平成 30年度からの 4年間で 25％以上利用者が伸び
ています。特に就労移行支援の利用者は、約 1.5倍増加しています。 

 事業者も増加しており、事業所により様々な特徴があり利用者の選択肢が増えてい
ます。また、サービス量は確保できている状態にあります。 

【今後の方針】 

 関係機関と連携し、障害のある方の就労に関する希望や能力に合った適切なサー

ビスの支給に努めます。 

 新たなサービスの「就労選択支援」について、情報収集を行い、適切に支給できる

ように準備します。 

 

 【サービスの実績と見込量】 

活動指標 

第６期 第７期 

令 和 
４(２０２２)  
年 度 

令 和 
６(２０２４)   
年 度 

令 和 
７(２０２５)  
年 度 

令 和 
８(２０２６)   
年 度 

就労選択支援 実人数／月 
計画値 - - ７ ７ 

実績値 - - - - 

就労移行支援 

延日数／月 
計画値 1,082  1,290 1,344 1,397 

実績値 1,157 - - - 

実人数／月 
計画値 66  76 76 79 

実績値 70 - - - 
 

ウ 就労系サービス 

サービス名 内容 

就労選択支援 （略） 

就労移行支援 （略） 

就労継続支援（A型、B型） （略） 

就労定着支援 （略） 

 

【現状と課題】 

 全てのサービスにおいて、平成 30年度からの 4年間で 25％以上利用者が伸びてい
ます。特に就労移行支援の利用者は、約 1.5倍増加しています。 

 事業者も増加しており、事業所により様々な特徴があり利用者の選択肢が増えていま
す。また、サービス量は確保できている状態にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

【サービスの実績と見込量】 

活動指標 

第６期 第７期 

令 和 
４(２０２２)  
年 度 

令 和 
６(２０２４)  
年 度 

令 和 
７(２０２５)  
年 度 

令 和 
８(２０２６)   
年 度 

就労選択支援 実人数／月 
計画値 -    

実績値 - - - - 

就労移行支援 

延日数／月 
計画値 1,082  1,290 1,344 1,397 

実績値 1,157 - - - 

実人数／月 
計画値 66  73 76 79 

実績値 70 - - - 
 

資料２：R5.12.22 
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ページ 変更後（案） 変更前 

P55 
修正 
（変更
後 

P58） 

オ 相談支援・地域移行サービス 

サービス名 内容 

計画相談支援 （略） 

地域移行支援 （略） 

地域定着支援 （略） 

 

【現状と課題】 

 入所施設や精神科病院の退所を検討する人が少なく、地域移行支援の利用が少

ない状況です。 

 就労系サービスやグループホームの利用者増などサービスの利用者が増加してい

ることに対応するため、市が委託する相談支援事業所を５か所に整備しています。 

【今後の方針】 

 地域移行を希望される方が、退所・退院後の本人の生活に合ったサービスを利用し

ながら、地域で安心して暮らせるように関係機関と連携し支援を行います。 

【サービスの実績と見込量】 

活動指標 

第６期 第７期 

令 和 
４(２０２２)  
年 度 

令 和 
６(２０２４)  
年 度 

令 和 
７(２０２５)  
年 度 

令 和 
８(２０２６)  
年 度 

計画相談支援 実人数／月 
計画値 113 135 136 137 

実績値 137 - - - 
 

オ 相談支援・地域移行サービス 

サービス名 内容 

計画相談支援 （略） 

地域移行支援 （略） 

地域定着支援 （略） 

 

【現状と課題】 

 入所施設や精神科病院の退所を検討する人が少なく、地域移行支援の利用が少ない
状況です。 

 就労系サービスやグループホームの利用者増などサービスの利用者が増加しているこ

とに対応するため、市が委託する相談支援事業所を５か所に整備しています。 

 

 

 

 

【サービスの実績と見込量】 

活動指標 

第６期 第７期 

令 和 
４(２０２２)  
年 度 

令 和 
６(２０２４)  
年 度 

令 和 
７(２０２５)  
年 度 

令 和 
８(２０２６)  
年 度 

計画相談支援 
実人数
／月 

計画値 113 140 147 154 

実績値 137 - - - 
 

資料２：R5.12.22 
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修正 
（変更
後 

P61） 

B 地域生活支援事業 

 

サービス名 内容 

相談支援 （略） 

意思疎通支援 （略） 

日常生活用具 （略） 

移動支援 （略） 

地域活動支援センター （略） 

障害者一時介護 （略） 

日中日帰りショートステイ （略） 

特別支援学校生等 

日中活動体験 
（略） 

移動入浴サービス （略） 

生活サポート （略） 

 

【現状と課題】 

 障害福祉サービス以外の日常生活に関する支援を希望する人に対して、地域生活
支援事業を実施しています。 

 意思疎通支援は、手話通訳者を市役所に配置し、医療機関における通訳等の実施
を通じてソーシャルサポートを行っています。 

 移動支援は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で利用が減少しましたが、令和
４年度から再び利用増に転じています。 

 平成 30年度から令和 4年度の４年間で、特別支援学校生等日中活動体験の利
用者は約 1.5倍に増えています。 

【今後の方針】 

 市民のニーズを把握し、実情に応じた地域生活支援事業の実施を検討します。 

B 地域生活支援事業 

 

サービス名 内容 

相談支援 （略） 

意思疎通支援 （略） 

日常生活用具 （略） 

移動支援 （略） 

地域活動支援センター （略） 

障害者一時介護 （略） 

日中日帰りショートステイ （略） 

特別支援学校生等 

日中活動体験 
（略） 

移動入浴サービス （略） 

生活サポート （略） 

 

【現状と課題】 

 障害福祉サービス以外の日常生活に関する支援を希望する人に対して、地域生活支援
事業を実施しています。 

 意思疎通支援は、手話通訳者を市役所に配置し、医療機関における通訳等の実施を
通じてソーシャルサポートを行っています。 

 移動支援は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で利用が減少しましたが、令和４
年度から再び利用増に転じています。 

 平成 30年度から令和 4年度の４年間で、特別支援学校生等日中活動体験の利用者
は約 1.5倍に増えています。 

 

 

 

 

資料２：R5.12.22 
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修正 
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後 
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意思疎通支援事業 

活動指標 

第６期 第７期 

令 和 
４(２０２２)  
年 度 

令 和 
６(２０２４)  
年 度 

令 和 
７(２０２５)  
年 度 

令 和 
８(２０２６)  
年 度 

手話通訳者 
設置 
（要約筆記 
含む） 

(設置数) 
人 

計画値 2 ２ ２ ２ 

実績値 2 - - - 

(延通訳者) 
人 

計画値 - 600 600 600 

実績値 563 - - - 

手話通訳者 
派遣 

(延派遣者) 
人 

計画値 - 150 150 150 

実績値 137 - - - 

要約筆記者 
派遣 

(延派遣者) 
人 

計画値 - 20 20 20 

実績値 13 - - - 
 

意思疎通支援事業 

活動指標 

第６期 第７期 

令 和 
４ ( ２ ０ ２ ２ )   
年 度 

令 和 
６ ( ２ ０ ２ ４ )   
年 度 

令 和 
７ ( ２ ０ ２ ５ )   
年 度 

令 和 
８(２０２６)  
年 度 

手話通訳者 
設置 
（要約筆記含む） 

(設置数) 
人 

計画値 2 ２ ２ ２ 

実績値 2 - - - 

(延通訳者) 
人 

計画値 - 600 600 600 

実績値 582 - - - 

手話通訳者 
派遣（要約筆記含む） 

(延派遣者) 
人 

計画値 - 180 180 180 

実績値 150 - - - 
 

資料２：R5.12.22 
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P62 
追記 
（変更
後 

P６５） 

児童福祉法によるサービス 

 

サービス名 内容 

児童発達支援 
日常生活における基本的な動作の指導、集団生活へ

の適応訓練などの支援を行うサービス 

放課後等 

デイサービス 

学校の授業終了後や休業日に、生活能力向上のため

に必要な訓練や、社会との交流促進などの支援を行う

サービス 

居宅訪問型 

児童発達支援 

重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅

を訪問して、発達支援を行うサービス 

保育所等訪問支援 
保育所等を訪問し、集団生活に適応するための専門的

な支援などを行うサービス 

障害児相談支援 

障害児通所支援の申請者からの相談に応じて、必要な

情報の提供や事業者等との連携を行い、利用計画を

立てる 

 
【現状と課題】 
 平成 30年度から令和 4年度の４年間で、児童発達支援は約 1.7倍増、放課後
等デイサービスは約 1.4倍と利用者が急増しています。 

 児童発達支援及び放課後等デイサービスの事業者数も、ニーズの増加に併せて増
加しており、量は確保できている状態であります。 

 事業者数の増加により量の確保はされている一方で、各事業所等の支援内容の充
実が求められます。 

【今後の方針】 

 障害者総合支援協議会の専門部会である教育・療育支援部会（児童通所支援事

業所連絡会）にて、事業所間の情報共有や事例検討等を行い、サービスの質の向

上に努めます。 

 

 

児童福祉法によるサービス 

 

サービス名 内容 

児童発達支援 
日常生活における基本的な動作の指導、集団生活へ

の適応訓練などの支援を行うサービス 

放課後等 

デイサービス 

学校の授業終了後や休業日に、生活能力向上のため

に必要な訓練や、社会との交流促進などの支援を行う

サービス 

居宅訪問型 

児童発達支援 

重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅

を訪問して、発達支援を行うサービス 

保育所等訪問支援 
保育所等を訪問し、集団生活に適応するための専門的

な支援などを行うサービス 

 
 
 
 
 
【現状と課題】 
 平成 30年度から令和 4年度の４年間で、児童発達支援は約 1.7倍増、放課後等デ
イサービスは約 1.4倍と利用者が急増しています。 

 児童発達支援及び放課後等デイサービスの事業者数も、ニーズの増加に併せて増加し
ており、量は確保できている状態であります。 

 事業者数の増加により量の確保はされている一方で、各事業所等の支援内容の充実
が求められます。 

 

資料２：R5.12.22 
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修正 
（変更
後 
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【サービスの実績と見込量】 

活動指標 

第６期 第７期 

令 和 
４(２０２２)  
年 度 

令 和 
６(２０２４)  
年 度 

令 和 
７(２０２５)  
年 度 

令 和 
８(２０２６)  
年 度 

放課後等 
デイサー
ビス 

(実人数) 
人 

計画値 240  388 445 509 

実績値 292 - - - 

(延日数) 
日 

計画値 2,842  3,891 3,936 3,981 

実績値 3,376 - - - 

居宅訪問
型 
児童発達
支援 

(実人数) 
人 

計画値 1  2 2 2 

実績値 1 - - - 

(延日数) 
日 

計画値 2  13 13 13 

実績値 2 - - - 

保育所等 
訪問支援 

(実人数) 
人 

計画値 2  12 12 12 

実績値 8 - - - 

(延日数) 
日 

計画値 6  21 21 21 

実績値 12 - - - 

障害児 
相談支援 

(延日数) 
日 

計画値 40  135  203  304  

実績値 59 - - - 
 

【サービスの実績と見込量】 

活動指標 

第６期 第７期 

令 和 
４(２０２２)  
年 度 

令 和 
６(２０２４)  
年 度 

令 和 
７(２０２５)  
年 度 

令 和 
８(２０２６)  
年 度 

放課後等 
デイサービス 

(実人数) 
人 

計画値 240  372 407 447 

実績値 292 - - - 

(延日数) 
日 

計画値 2,842  4,627 5,567 6,699 

実績値 3,376 - - - 

居宅訪問型 
児童発達支
援 

(実人数) 
人 

計画値 1  2 2 2 

実績値 1 - - - 

(延日数) 
日 

計画値 2  13 13 13 

実績値 2 - - - 

保育所等 
訪問支援 

(実人数) 
人 

計画値 2  12 12 12 

実績値 8 - - - 

(延日数) 
日 

計画値 6  21 21 21 

実績値 12 - - - 

障害児相談 
支援 

(延日数) 
日 

計画値 40  95  100  105  

実績値 59 - - - 
 

資料２：R5.12.22 
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修正 
（変更
後 

P６７） 

（２）第１期佐倉市視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する計画 

にかかる成果目標を達成するための量の見込み 

 

【現状と課題】 

 令和４年度からサピエ図書館や国立国会図書館視覚障害者等用データ送信サー

ビスを利用した音声デイジー図書の貸出サービスを開始しましたが、充分な周知が

なされていない状況です。 

 サピエ図書館や国立国会図書館視覚障害者等データ送信サービス等を操作でき

る職員が限られており、今後の利用が増加した際に対応できない可能性がありま

す。 

【今後の方針】 

 障害福祉課を通じて案内リーフレットを送付するなど周知を図り、デイジー図書の貸

出数を増やします。 

 県立図書館等主催の研修に参加し、利用者のニーズに応えられるような体制づくり

をします。 

 地域館（佐倉・志津・南）ごとに障害者向けサービスや資料を紹介するコーナーを設

置しサービスの周知を図ります。 

 

活動指標 

第６期 第７期 

令 和 
４(２０２２)  
年 度 

令 和 
６(２０２４)  
年 度 

令 和 
７(２０２５)  
年 度 

令 和 
８(２０２６)  
年 度 

デイジー図書の延べ貸出
数 

延べ 
貸出数 

計画
値 

－  36 48 60 

実績
値 

29 - - - 

市職員の端末機器等の 
操作研修受講者数 

延べ人数 

計画
値 

－  ３ ４ ５ 

実績
値 

1 - - - 

バリアフリー資料やサー
ビス紹介のコーナーを設
置する図書館数 

館 

計画
値 

－  1  2  3  

実績
値 

0 - - - 
 

（２）第１期佐倉市視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する計画 

にかかる成果目標を達成するための量の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

活動指標 

第６期 第７期 

令 和 
４(２０２２)  
年 度 

令 和 
６(２０２４)  
年 度 

令 和 
７(２０２５)  
年 度 

令 和 
８(２０２６)  
年 度 

デイジー図書の延べ貸出
数 

延べ 
貸出数 

計画
値 

－  36 48 60 

実績
値 

24 - - - 

市職員の端末機器等の 
操作研修受講者数 

延べ人数 

計画
値 

－  ３ ４ ５ 

実績
値 

1 - - - 

バリアフリー資料やサービ
ス紹介のコーナーを設置す
る図書館数 

館 

計画
値 

－  1  2  3  

実績
値 

0 - - - 
 

 

資料２：R5.12.22 

 

 


